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１．これまでの議論と次期介護保険制度改正に向けた検討

○ 要支援・要介護度に応じた支援のあり方については、介護保険制度の創設時をはじめ制度改正時な
どにおいて議論されてきており、予防給付の創設や介護報酬改定など給付の見直しが行われてきた。

○ 次期介護保険制度改正に向けては、「経済財政運営と改革の基本方針2015」（平成27年６月30日
閣議決定）等において、以下の検討が求められている。

【経済財政運営と改革の基本方針2015（抄）（平成27年６月30日閣議決定）】

【経済・財政再生アクション・プログラム（抄）（平成27年12月24日経済財政諮問会議決定）】
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軽度者への支援のあり方

現状・課題

公的保険給付の範囲や内容について検討した上で適正化し、保険料負担の上昇等を抑制する。
このため、次期介護保険制度改革に向けて、高齢者の有する能力に応じ自立した生活を目指すと
いう制度の趣旨や制度改正の施行状況を踏まえつつ、軽度者に対する生活援助サービス・福祉用
具貸与等やその他の給付について、給付の見直しや地域支援事業への移行を含め検討を行う。

公的保険給付の範囲や内容について検討した上で適正化し、保険料の上昇等を抑制するため、
（ⅰ）次期介護保険制度改革に向け、軽度者に対する生活支援サービス・福祉用具貸与等やその
他の給付について、給付の見直しや地域支援事業への移行、負担のあり方を含め、関係審
議会等において検討し、2016年末までに結論を得て、その結果に基づいて必要な措置を講
ずる（法改正を要するものに係る2017年通常国会への法案提出を含む）。

※下線は事務局が付した



【経済財政運営と改革の基本方針2016（抄）（平成28年６月２日閣議決定）】
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軽度者への支援のあり方

現状・課題

社会保障分野においては、世界に冠たる国民皆保険・皆年金を維持し、これを次世代に引き渡
すことを目指し、「経済・財政再生計画」に掲げられた医療・介護提供体制の適正化、インセン
ティブ改革、公的サービスの産業化、負担能力に応じた公平な負担、給付の適正化、薬価・調剤
等の診療報酬及び医薬品等に係る改革、年金、生活保護等に係る44の改革項目について、改革工
程表に沿って着実に改革を実行していく。

※下線は事務局が付した



２．給付の見直しや地域支援事業への移行について

（訪問介護における生活援助）

○ 訪問介護とは、訪問介護員等が、利用者の居宅を訪問し、入浴・排せつ・食事等の介護、調理・
洗濯、掃除等の家事を提供するものであり、介護報酬上は、①身体介護が中心である場合、②生活援
助が中心である場合等に分かれている。

○ このうち、生活援助については、これまでの介護報酬改定において、訪問介護の利用の実態等を
踏まえ、以下の対応を実施している。
（平成18年度改定）
・将来的な報酬体系の機能別再編を視野に入れつつ、当面は現行の身体介護・生活援助の区分
を維持し、生活援助の60分以上の利用について適正化。
（平成24年度改定）
・限られた人材の有効活用を図り、より多くの利用者に対し、そのニーズに応じたサービスを
効率的に提供する観点から、45分での区分を基本とした見直し。

○ なお、要介護度別に訪問介護の利用者一人一月当たりの生活援助（身体介護と組み合わせて提供
される場合を含む）の平均利用時間をみると、要介護度の軽重に関わらず生活援助が利用されている
実態がうかがえる。

○ 介護サービスを提供する人材不足が緊喫の課題である中で、特に、訪問介護員の平均年齢は他の
介護関係職種と比較しても高く、60歳以上の構成割合が３割を超えているという調査結果もあること
から、介護人材の専門性などに応じた有効活用の観点も踏まえた対応を検討する必要がある。
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軽度者への支援のあり方

現状・課題



（その他の給付（※））
（※）訪問介護における生活援助以外の介護給付及び予防給付

○ その他の給付についても、重度化の防止、本人の自立を支援するという観点を踏まえながら、保
険給付の効率化・重点化を検討する必要がある。

○ 一方で、介護予防訪問介護と介護予防通所介護については、平成27年４月から平成29年３月にか
けて総合事業への移行が進められており、地域における「多様な主体」による「多様なサービス」の
展開を促進するためには、市町村は生活支援コーディネーターの配置等の取組を進める必要がある。
また、総合事業等の実施状況については、引き続き把握・検証を行う必要がある。
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軽度者への支援のあり方

現状・課題



３．負担のあり方について

○ 利用者負担については、平成26年の介護保険法改正において、一定以上所得のある方について負
担割合を２割としており、所得に応じた負担割合の設定はされているものの、要支援・要介護度に応
じて負担のあり方に違いを設けることはしていない。

○ 要支援・要介護度に応じて負担のあり方に違いを設けることについては、これまでの介護保険部
会等において議論が行われてきた。

○ 特に、訪問介護における生活援助については、民間家事代行サービスの利用者との公平性等の観
点から、保険給付の割合を大幅に引き下げるべきとの意見がある。
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軽度者への支援のあり方

現状・課題



○ 軽度者に対する訪問介護における生活援助やその他の給付の地域支援事業（総合事業）への移行に関し
ては、まずは介護予防訪問介護と介護予防通所介護の総合事業への移行や、「多様な主体」による「多様な
サービス」の展開を着実に進め、事業の把握・検証を行った上で、その状況を踏まえて検討を行うべきでは
ないか。

○ 軽度者に対する訪問介護における生活援助やその他の給付について、利用の実態等を踏まえつつ、
自立支援や重度化防止といった介護保険の理念や制度の持続可能性の観点から、どのような方策が考
えられるか。
例えば、次回介護報酬改定において、訪問介護における生活援助については、要介護度に関わら
ず、生活援助を中心にサービス提供を行う場合の人員基準の見直し等を行うことも考えられるか。

○ 訪問介護における生活援助やその他の給付についての負担のあり方に関しては、要支援・要介護
度に応じて違いを設けることについて、どのように考えるか。
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論点

軽度者への支援のあり方

（軽度者の利用者負担に関する主な議論の内容）
・生活援助などは軽度者の生活に必要なものであり、重度化防止の観点からも給付の削減は反対。
・早期発見を通じた重度化防止が重要であり、利用抑制により重度化が進みかえって費用がかかる。
・要介護の程度によって自己負担の引き上げや新たな利用者負担の導入を検討する時期に来ている。
・給付の内容に応じて自己負担の割合に差を付けることも検討すべき。


